
令和４年度市町村振興事業（助成事業）実績報告　【概要】



【通常事業】

区分 事業名 事業概要 事業実績 助成額
（百万円）

団体名

・地方公共団体が求める分野における支援の充実・強化
　海外事務所（観光、物産展実施の支援）　12カ国、40件
　本部（アドバイザー、情報提供等）
　　自治体海外プロモーションセミナー　開催数：３回　参加者数：延べ439名
　　プロモーションアドバイザー派遣  派遣数：６件（うち市区町村２件）
　多文化共生分野
　　多言語情報、先進事例などポータルサイトによる情報提供　アクセス数：約17万件

・海外事務所における事業の重点化
　自治体の海外での活動支援のため、海外調査の企画相談等　支援実施数：342件（うち市区町村48件）

・人材育成の充実・強化
　多文化共生社会の進展に対応するための研修　参加者数：246名（うち市区町村職員112名）
　自治体で活躍できる国際業務のプロ人材の育成

・地方公共団体が求める情報の収集・調査研究と提供の充実
　海外制度の調査研究等　自治体からの海外依頼調査の実施数：27件
　　　　　　　　　　　　クレアレポート発刊数：12本
　機関誌「自治体国際化フォーラム」発行

・国際交流・国際協力の推進
　自治体交流の支援、基盤の維持・強化　姉妹提携自治体数：875団体（うち市区町村832団体）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　姉妹提携数：1,672件（うち市区町村1,499件）
　自治体国際交流表彰　３団体の表彰

259 ―

少子・高
齢化対策
事業
(1事業)

ライフプラン普
及・啓発のため
の視聴覚教材作
成事業

急激に変化した社会情勢に対応するため、地域
住民に対するライフプラン策定を支援する人材
の育成が急務であり、その研修教材として、世
代別・テーマ別に視聴覚教材を作成する事業

・「ライフプラン普及・啓発視聴覚教材制作委員会」を４回開催（うち２回はZoomでの開催）し、新たな視聴覚教材として
「マイ・ライフプラン～老後の不安よ、さようなら～」を作成し地方団体等に配布

20.6 地域社会
ライフプラン協会

20.6 ―

情報化推
進事業
(4事業)

市町村法制執務
支援事業

全国の地方公共団体の例規、法令、判例等の
データベースからなる「法制執務支援システ
ム」の提供データを拡充するとともに、ポータ
ルサイトにおいて随時利活用できるようにする
ことにより、市町村の法制執務を支援する事業

・法制執務支援システムのコンテンツ（条例・例規・法令・判例・自治体法務研究バックナンバー）の充実
　条例解説
　　令和２年度から、最近注目されている条例や制定件数が増えている条例などを分野ごとに紹介し、解説する「条例
　の動き」を新設し、令和４年度は22件の条例をまとめ、掲載件数は149件となった。
　　また、自治体法務研究連載の「先進・ユニーク条例」のバックナンバーを掲載
　
　全国自治体例規集・条例検索
　　地方公共団体が制定した例規を対象に、検索ができる例規データベースを構築しており、最新の内容に更新

　判例検索
　　地方自治関係の判例を中心とし、下級審から最高裁までの判例を閲覧できる判例データベースを構築
　　令和４年度は、新たに1,606判例を追加　掲載件数は51,781件となり、利用可能件数を拡充
　　また、自治体法務研究連載の「重要判例に学ぶ地方自治の知恵」、「地方自治判例情報」のバックナンバーを掲載

　その他
　　「自治体法務研究Ｑ＆Ａ」、「行政通知の読み方・使い方」、「自治体職員のための政策法務入門」及び「議会運
　営Ｑ＆Ａ」のバックナンバーを更新し、内容を充実

62 地方自治研究機構

・情報誌「自治体法務研究」の発行（年４回発行）

・「自治振興セミナー」の開催
　滋賀県、広島県及び鹿児島県の３会場で開催（全て会場開催と併せてライブ配信及び見逃し配信を実施）し、全国から
約1,100名の地方公共団体の職員及び議員が参加

自治体国際化協会259自治体国際化事
業

国際化推
進事業
(1事業)

小　計

自治体の国際交流の推進、海外からの研修生受
け入れや海外への派遣等自治体の国際間の人的
交流の促進、多文化共生の観点に立った地域国
際化推進のための活動の支援、地域の国際化に
関する海外情報の収集・提供等を行い、国際化
に対応した地域振興、人材の養成を図る事業
一般市町村分負担金に相当する額を一括助成

小　計

1



区分 事業名 事業概要 事業実績 助成額
（百万円）

団体名

情報化推
進事業
(4事業)

・自治体DX基礎セミナーの開催
デジタル技術の活用による自治体の業務改革や地域活性化の可能性について、市区町村の情報政策担当職員以外の職員

の認識を深めることを目的とし、全国３会場（東京、京都、福岡）での集合研修とオンライン形式を１回（ライブ配信及
び見逃し配信）実施
　受講者数：47名（東京21名、京都18名、福岡８名）
　オンライン受講者数：848名

・自治体DX業務改革（BPR）セミナーの開催
自治体DXの推進は、BPR（Business Process Re-engineering）の徹底が前提とされており、自治体の企画、市民、税務

担当課等の管理職員（係長以上）のその理解を深めることを目的とし、東京での集合研修とオンライン形式を１回（ライ
ブ配信及び見逃し配信）実施
　受講者数：12名
　オンライン受講者数：1,036名

・地方債・金融関連情報提供
　ホームページによる情報提供
　　地方債に関する政策・制度等　アクセス件数：1,240,396件
　　各種公共債の発行条件等及び金利・市況情報　アクセス件数：2,403件
　メールマガジンによる情報提供　メールマガジン登録件数：1,846件（うち市町村1,700件）

・地方債事務講習会の解説動画の配信　　　視聴件数：3,858件　　　資料ダウンロード件数：8,481件

・住民参加型市場公募地方債研修会の研修動画の配信　　　視聴件数：419件　　　資料ダウンロード件数：217件

・地方債情報誌の作成・配布　年４回発行、市区町村配布部数：各1,786部

・路線価等公開情報の集約
  令和４年度における固定資産税路線価等の情報を集約（集約率99.5％：1,711/1,719市町村)
  地価公示価格、都道府県地価調査価格及び相続税路線価等の各情報を独自に電子データ化

43 資産評価システム
研究センター

・「路線価等データ」(DVD-ROM)を全都道府県及び全市町村に配布（７月）
　DVD-ROMの収録内容
    固定資産税路線価等データ（令和４年度課税分）、地価公示価格データ（令和４年１月１日）、
    都道府県地価調査価格データ（令和３年７月１日）、相続税路線価等データ（令和３年分）、
    背景地図データ、路線価等システムVer.5.00、論理チェックプログラム

・「全国地価マップ」による情報公開
  固定資産税路線価等、地価公示価格、都道府県地価調査価格及び相続税路線価等の公的土地評価情報を地図上に表示し
た「全国地価マップ」をウェブ上で公開
  令和４年度のアクセス数：約327万人

162.8 ―

地域の文化・芸
術活動助成事業

市町村が自主的に企画立案した地域における創
造的・文化的な芸術活動を支援することによ
り、自主事業の企画制作能力の向上と市町村文
化施設の利活用の推進を図る事業

・創造プログラム事業、連携プログラム事業、研修プログラム事業を対象
　事業対象数：142事業
　公演・展覧会入場者数：431,236名
　アウトリーチ・ワークショップ等参加数：172,436名
　研修プログラム：11件
※145事業に助成予定であったが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、３事業が中止となった。

128.9 地域創造

全国フェスティ
バル事業

各地域の伝統芸能・祭り等を全国に向けて発信
する「地域伝統芸能まつり」をNHKホールにお
いて開催することにより、地域の伝統芸能等の
保存・承継を支援する事業

・「息吹（いぶき）」をテーマに各地域の伝統芸能と古典芸能を公演
　開催日：令和５年２月19日(日)
　出演団体：各地域の伝統芸能９団体、古典芸能１団体
　来場者数：1,874名
　テレビ放送：NHK(Ｅテレ)でイベント当日の模様を放送

75 地域創造

地方自治研究機構

47.8

10

地方債協会市町村に必要な地方債の借入に関する情報をイ
ンターネットにより一元的・総合的に提供し、
情報の共有及び活用の促進を図ることにより、
有利で安定した地方債の借入を推進する事業

路線価等集約事
業

自治体DX推進セ
ミナー事業

小　計

全国の路線価等の電子データを集約し、ポータ
ルサイト「全国地価マップ」において公開する
とともに、その電子データをDVDに取りまとめ
て全市町村に配付することにより、市町村の固
定資産税土地評価の適正化を図る事業

住民が複数申請を役所に来庁せずに電子申請だ
けで完了できるようにする等、デジタル技術を
活用して自治体の業務改革や地域活性化の可能
性について、情報政策担当以外の地方公共団体
職員を対象に「自治体DX基礎セミナー」を実施
する事業
また、電子申請の事務処理をAI等を活用して自
動処理することで既存業務の効率化を図る等、
BPRについて、地方公共団体管理職員を対象に
「自治体DX業務改革セミナー」を実施

地方債・金融関
連情報共有・活
用事業

文化芸術
振興事業
(5事業)

2



区分 事業名 事業概要 事業実績 助成額
（百万円）

団体名

文化芸術
振興事業
(5事業)

・公共ホール音楽活性化事業（導入プログラム）　　実施団体数：12市町村、入場者数：3,801名
　演奏家等を派遣し、クラシック音楽コンサートや地域交流プログラムを開催
※13団体実施予定であったが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、１団体が中止となった。

地域創造

・公共ホール音楽活性化支援事業　　実施団体数：30市町村、入場者数：10,585名
これまでに公共ホール音楽活性化事業の各種プログラムを実施した市町村にて、クラシック音楽コンサート、地域交流

プログラムの開催を自主的に継続する団体を支援
※31団体実施予定であったが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、１団体が中止となった。

・公共ホール音楽活性化支援・文化庁連携事業　　実施団体数：３市町村、参加者数：878名
　文化庁の助成を受けて学校で行われる音楽コンサートを経験した公共ホールに演奏家等を派遣し、公演を開催

公立美術館活性
化事業

地域創造の企画提示による複数の市町村立美術
館の共同巡回展を支援することにより、市町村
立美術館の連携の促進、所蔵品の利活用を図る
事業

・市町村立美術館活性化事業
「土門拳―肉眼を超えたレンズ―」展
　入場者数：14,146名（参加館:４館）
「うるおうアジア―近代アジアの芸術、その多様性―」展
　令和５年度開催に向けた準備（参加館:４館）

13.3 地域創造

・公共ホール現代ダンス活性化事業（通常プログラム）　　実施団体数：９市町村、参加者数：1,098名
　ダンスのアーティスト等を派遣し、現代ダンスの地域交流プログラム、市民参加作品創作プログラム、公演プログラム
を実施
※10団体実施予定であったが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、１団体が中止となった。

12.8 地域創造

・公共ホール現代ダンス活性化支援事業　　実施団体数：４市町村、参加者数：920名
　通常プログラムを実施した地方公共団体等が、そのノウハウを活用し、引き続き実施する現代ダンスの公演及び地域交
流プログラムに対して支援

270 ―

全国消防操法大
会事業

消防団が消防操法技術を競い合う全国大会を開
催することにより、消防技術の向上と地域にお
ける消防活動の充実を図る事業

・全国消防操法大会
　日時：令和４年10月29日　開催地：千葉県市原市（千葉県消防学校）
　出場隊：各都道府県の代表である45消防団
　参加者数：約2,500名

30.6 日本消防協会

・新型コロナウイルス感染症の影響により、表彰式については、規模を縮小して実施 日本消防協会

・インターネットを活用したオンライン配信（YouTube）で全国の消防関係者が視聴可能なシンポジウムを開催

・全国の消防団員（約78万人）等の中で顕著な功労、功績があった者（団体）を表彰
　表彰者：消防団員等12,368名、132団、婦人消防隊６隊
　当日代表出席者：消防団員等38名、12団

・シンポジウム「地域防災力充実強化法10年を迎えて」
　視聴回数　令和５年３月31日現在　370回

・危険物貯蔵所の設置許可等に係る審査事務用チェックリストの作成
　教本を2,500部作成し、全国723消防本部に配布

全国危険物安全協会

・消防職員を対象とした研修会の実施
　令和３年度に作成した「危険物製造所・一般取扱所の設置許可等に係る審査事務用チェックリスト」の映像教材を制作
　オンラインによる「企業防災対策指導研修会」を実施　受講消防本部：580本部　アクセス数：延べ3,879回
　受講時アンケート「参考になった。」85％　受講者コメント：302件（97％が好評コメント）

全国救急隊員シ
ンポジウムの開
催事業

全国の救急隊員等を対象とした救急医療に関す
る最新情報の習得、実務的観点からの研究発
表・意見交換や相互交流を図る全国的なシンポ
ジウムを開催することにより、救急体制の充実
を図る事業

・広島市消防局との共催で「第31回全国救急隊員シンポジウム」を開催
　開催日：令和５年１月26日～27日　２日間で計42のプログラムを実施
　参加者：延べ6,076人（WEB視聴数：10,191件）
　全国から救急隊員及びその他の消防職員、都道府県、市町村等消防防災関係者、医療関係者等が参加

40.1 救急振興財団

40公共ホール音楽
活性化事業

演奏家等を公共ホールに派遣し、市町村と共催
でコンサート及び地域との交流を図るプログラ
ムを実施するとともに、市町村が自主的に企画
したコンサート等を支援することにより、公共
ホールの利活用、地域文化の活性化を図る事業

小　計

28

41.8「危険物貯蔵所
の設置許可等に
係る審査事務用
チェックリス
ト」の作成事業

危険物貯蔵所等を設置・設備変更した場合は、
消防法により完成検査に合格しなければならな
いが、ベテラン職員の大量退職により「検査技
術の伝承」が課題となっていることから、全国
消防機関において統一的に活用できる「審査事
務用チェックリスト」を作成し、研修会で周知
して危険物事故防止を図る事業

消防・防
災対策推
進事業
(9事業)

公共ホール現代
ダンス活性化事
業

アーティストを公共ホールに派遣し、ホールと
アーティストが共同で企画した地域交流プログ
ラムや公演を実施することにより、地域の公共
ホールの活性化を図る事業

全国消防団大会
事業

全国の消防団長・副団長等が一堂に会し、消防
団が当面する課題等について考察を深めるとと
もに、顕著な功労、功績のあった消防団、団員
等を表彰する全国大会を開催することにより、
消防団活動の充実強化を図る事業

3



区分 事業名 事業概要 事業実績 助成額
（百万円）

団体名

消防・防
災対策推
進事業
(9事業)

・全国消防救助技術大会
　開催場所：東京都立川市立飛特設会場及び東京消防庁第八消防方面訓練場室内プール
　参加隊員数：968名
　来場者：約25,000名

・地区消防救助技術指導会
　年９回、全国９地区で実施
　参加隊員数：4,116名
　来場者：約17,200名

・全国大会記録誌の作成及び配布
　全国大会記録誌を10,000部発行し、全国の消防本部へ配布

災害ボランティ
アシンポジウム
等開催事業

災害時における退職者の豊富な実務経験の活用
が注目されており、退職者による災害ボラン
ティアをテーマに、課題やネットワークの構築
等について意見交換するためのシンポジウム等
を開催することにより更なる活動の充実を図る
事業

・シニア災害ボランティアシンポジウム等の開催
　５会場で開催し、参加者(及び視聴回数)は以下のとおり
　　福岡県　日時：令和４年10月19日13：30～16：00　　参加者数： 73名
　　島根県　日時：令和４年12月17日13：30～16：00　　参加者数：118名
　　栃木県　日時：令和５年１月19日13：30～16：00　　参加者数： 48名
　　和歌山県日時：令和５年１月21日13：30～16：00　　参加者数：107名
　　岐阜県　日時：令和５年１月11日～31日　オンライン配信 ：129回
  シンポジウムの討議内容等を「シニア災害ボランティアシンポジウム報告書」として地方団体等に配布

23.2 地域社会
ライフプラン協会

・任期付職員等初任研修事業
　コロナ禍の感染拡大の影響を受けて開催を中止

地域社会
ライフプラン協会

・任期付職員等心のケア研修事業（福島県）
　令和４年５月31日　オンライン受講者数：117名

・市町村地域防火防災力充実強化事業
　幼年消防 地区大会　　　　　　　　　　　　開催地区：27地区　参加人員：27,122名（コロナにより15地区中止）
　少年消防 地区大会　　　　　　　　　　　　開催地区：15地区　参加人員：24,063名（コロナにより２地区中止）
　女性防火 地区大会・地区研修会　　        開催地区：28地区　参加人員：20,623名（コロナにより４地区中止）
　自主防災組織 地区大会・地区研修会　　　　開催地区：８地区　参加人員：29,878名（コロナにより４地区中止）

・ネット情報提供事業
　メールマガジンの配信　配信数：延べ17,468通
　防火ネットニュース    アクセス数：24,142件

・「避難所外避難者の支援体制に関する調査研究」の実施
　インタビュー調査：　市町村４団体（別府市、延岡市、福知山市、高島市）、
　　　　　　　　　　　NPO法人２団体（地域ひとネット、自立支援センターおおいた）
　市町村向け郵送調査：　対象1,741団体（回答数523）、質問紙計17項目

・「地方公共団体の危機管理に関する研究会」の開催（名古屋、札幌、東京、岡山）
　参加者総数：217人
　事後評価（5段階）：名古屋4.68、札幌4.69、東京4.39、岡山4.72

・成果物の配布
　調査研究報告書、研究会講演録、危機管理資料集
　配布数：1,821団体（1,741市町村、47都道府県、33関係団体）

237.3 ―

日本防火・
危機管理促進協会

日本防火・防災協会

全国消防協会

東日本大震災の被災市町村では、不足する土
木、建築等の専門的知識や経験を有する者を任
期付職員として採用しており、復興業務にあた
ることによるストレスとの向き合い方や心身の
調子を保つ方法を学ぶ心のケア研修を行う事業

全国の各地域で活動する女性(婦人)防火クラ
ブ、自主防災組織、幼・少年消防クラブ等が消
防本部と協働して地域住民が参加する防火大
会、防火フェア等を開催することにより、火災
予防思想や防災意識の啓発等を行うとともに、
防火・防災に関する情報を民間防火組織等に提
供することにより地域の防火防災力の充実強化
を図る事業

災害時における高齢者や障害者などの要配慮者
対応及びその事前準備に資する施策案について
調査研究を行うことにより、市町村の危機管理
体制の充実・強化等を図る事業

13

18

35.6

7

小　計

全国消防救助技
術大会事業

消防職員の救助技術を競い合う全国大会及び地
区大会を開催することにより、消防救助技術の
向上、全国的な救助技術の平準化を図る事業

被災地派遣初任
研修・心のケア
事業

市町村地域防火
防災総合力強化
事業

危機管理体制調
査研究事業

4



区分 事業名 事業概要 事業実績 助成額
（百万円）

団体名

・移住交流推進事業
　助成事業数：93事業

地域活性化センター

・アドバイザー招聘事業
　助成事業数：20事業

・移住・交流推進のための地方交流会
　参加者数：23自治体36名、９企業12名　計48名

・地方創生実践塾（レクチャー、フィールドワーク、グループワークをもとに、実践的なカリキュラムを２日間程度実施）
　12地域　長野県小布施町、岩手県紫波町、群馬県みなかみ町、鳥取県米子市、神奈川県真鶴町、岐阜県飛騨市、
　　　　　富山県、北海道富良野市、和歌山県和歌山市、島根県邑南町、徳島県、徳島県美波町　参加者合計数：232名
　※島根県松江市は新型コロナウイルス感染症の影響で中止

39.6 地域活性化センター

・地方創生フォーラム
　（東京版）テーマ：地域資源を活用したローカルスタートアップ
　　　　　　参加者数：455名(うちオンライン354名)
  （地方版）開催地：香川県　参加者数：137名（うちオンライン69名）
　　　　　  テーマ：瀬戸内国際芸術祭をきっかけとした人の交流・地域づくり
　　　　　　開催地：秋田県　参加者数：276名（うちオンライン144名）
　　　　　　テーマ：若者女性の定着・回帰ができる地域づくり
　※新型コロナウイルス感染症対策として、現地とオンラインを併用して開催

・一般研修（７回、延べ24日間）　※新型コロナウイルス感染症対策として、現地とオンラインを併用して開催 29.9 地域活性化センター

・現地視察「木育への取り組みと東京おもちゃ美術館の見学」NPO法人芸術と遊び創造協会 ほか

・修了者との合同研修会の実施　※新型コロナウイルス感染症対策として、現地とオンラインを併用して開催

・特別講義
「住民参加の観光振興－誰にも優しい成幸エコツーリズム－」
（(有)オズ代表取締役　江崎　貴久氏）

・先駆的地域づくり現地調査
　認定NPO法人遠野山・里・暮らしネットワーク（岩手県遠野市）
　（一社）妙高ツーリズムマネジメント（新潟県妙高市）
　（一財）こゆ地域づくり推進機構（宮崎県新富町）　ほか

・令和４年度修了生：19名、修了生合計：1,164名

・スポーツ拠点づくり推進事業
　８大会　参加者数：3,199名、観客数：3,800名（新型コロナウイルス感染症の影響により、２大会が無観客で開催）

地域活性化センター

・スポーツ拠点づくり自立促進事業
　１大会　参加者数：1,084名　観客数：2,000名

・令和３年度「ふるさとづくり大賞」の受賞団体等（21団体及び個人）、「ふるさとイベント大賞」の受賞イベント（８
件）の動画を制作し、ホームページで公開

地域活性化センター

・令和４年度新規掲載の動画へのアクセス数：9,143件
（うち、ふるさとづくり大賞：8,009件、ふるさとイベント大賞：1,134件）

・令和３年度までに掲載した動画へのアクセス数：407,274件
（うち、ふるさとづくり大賞：294,300件、ふるさとイベント大賞：112,974件）

・地域づくり団体全国研修交流会の開催
　第38回長崎大会（長崎県長崎市ほか　県内13分科会）
　参加者数：全体会205名、分科会204名

地域活性化センター

・地域づくりコーディネーター研修会　　※新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、現地とオンラインを併用して開催
　開催地：東京都、福井県福井市、和歌山県和歌山市　　参加者数：75名（うちオンライン45名）
地域づくり団体研修情報交換会
　島根県松江市　参加者数：61名　※新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、オンラインで開催
地域づくり団体の活動支援事業
　助成団体：61団体

地方創生のため
の移住・交流推
進支援事業

都市と地方の交流を促進するとともに、都市か
ら地方への移住を支援することにより、地域の
活性化を図る事業
また、地域課題解決のため、出前講座及びセミ
ナーを開催する事業

地方創生を担う
人材育成推進事
業

地域づくり活動に関わる者を対象に地域活性化
の具体的事例を現場から直接学ぶ機会(地方創
生実践塾及び地方創生フォーラム)を提供する
ことにより、地方創生の実践的手法・方策等の
知識を深め、それぞれの地域で応用実践できる
人材を育成する事業

全国地域リー
ダー養成塾の運
営事業

豊かな創造性を備え、意欲あふれる地域リー
ダーを育成するとともに、全国的な情報交換や
ネットワーク構築を支援するための専門的な研
修・人材育成を行うことにより、活力ある地域
づくりの推進を図る事業

市町村のパートナーとして地域課題に取り組む
地域づくり団体の活動を支援するとともに、全
国の地域づくり団体間の相互交流と情報交換の
促進を図る「地域づくり団体全国研修交流会」
等の全国レベルの研修交流会を開催する事業

地域づくり団体
研修交流事業

169.9

29小・中・高校生が参加する各種スポーツのう
ち、全国大会を継続的に開催し、地域活性化に
役立てている市町村の取り組みを支援する事業
また、助成期間満了を迎えたスポーツ拠点承認
市町村のうち、助成終了後も継続して大会を開
催する市町村に対して自立継続への移行を支援

地域活性化の先進的かつ優良な事例として、
「ふるさとづくり大賞」や「ふるさとイベント
大賞」の受賞団体の活動を映像化し、インター
ネットで公開することにより、地域づくり団体
等の特色ある取り組みや継続的な取り組みにつ
いて、全国の市町村が情報共有することにより
市町村の地域づくりの推進を図る事業

15.8

15.9

地域づくりコン
テンツ発信支援
事業

スポーツによる
地域振興助成事
業

地域活性
化推進事
業
(11事業)

5



区分 事業名 事業概要 事業実績 助成額
（百万円）

団体名

・ポータルサイトの制作及び運営管理業務
　サイトに掲載した募集自治体数：657団体　　アクセス数：2,956,954件

地域活性化センター

・地域おこし協力隊導入支援及び移住・交流に関する情報調査活用事業
  セミナーの実施：２回
  参加者数：延べ117名（１回目66名、２回目51名）

・地域おこし協力隊員数：6,447名（R３：6,015名）

・外部専門家活用助成
　外部の専門的人材（地域再生マネージャー等）を活用する費用等を助成（17事業19市町村）

地域総合整備財団

・外部専門家派遣（短期診断）
　地域再生に取り組む初期段階において、外部の専門的人材（地域再生マネージャー）を市町村に派遣し、
　必要な調査・助言を行い、立ち上がりを支援（６市町村）

・地域再生セミナーの開催　開催地：宮城県及び長崎県　参加人員104名

・調査研究
　自治体PPP/PFI推進センター
　　「地域脱炭素実現に向けた公民連携の取組み」に係る調査研究を実施、報告書の発信
　地域イノベーション連携推進事業
　　モニター市町村（モデル事例：２市）との共同研究
　　　地域イノベーション連携の手法に係る調査研究を実施、報告書の発信

地域総合整備財団

・専門家調査（公民連携アドバイザー派遣）
公民連携手法による公共施設等の整備・維持管理や運営等を推進する地方公共団体の要請に応じ、シンクタンク等の専

門家及び地方公共団体職員を講師として派遣（32団体）

・公民連携に係る情報発信
　調査研究結果の発表報告と先進事例の紹介とを組み合わせたセミナーをオンラインで開催
　調査研究の成果を報告書として取りまとめ「公民連携ポータルサイト」を通じて全国の市町村に情報提供

・まちなか再生支援事業
  まちなか再生に取り組む市町村に対する助成：５市町
　学識経験者やまちづくり専門家等で構成するアドバイザリーボードを設置し、評価を実施

地域総合整備財団

・まちなか再生に係る情報発信
　まちなか再生ポータルサイトを運営し、情報の発信・共有

・新商品開発等に取り組む企業等に対して補助を行う市町村に補助：７市町 地域総合整備財団

・事例報告等
　取組内容及び成果について、地域振興策の実例としてホームページ等を通じて市町村に情報提供

609 ―

・市区町村明るい選挙推進研修会等の支援（講師招聘助成事業）
　研修会、講演会の開催経費の一部助成　　助成団体：21団体、参加者数：1,261名

明るい選挙推進協会

・有権者等に対する街頭啓発事業の支援
　明るい選挙のイメージキャラクター「選挙のめいすいくん」着ぐるみ作成・配布　　配布団体：５団体

・フォーラムの開催
　地域で明るい選挙推進運動を進めるリーダーの養成を目的に開催
　　地域コミュニティフォーラム　　開催地：７ヶ所、参加者数：168名
　　若者リーダーフォーラム　　　　開催地：５ヶ所、参加者数：102名

・「第26回参議院議員通常選挙 選挙前・選挙後調査」及び「第26回参議院議員通常選挙に関する全国意識調査」の実施
　いずれも調査結果を分析した報告書を、それぞれ440部作成し、市区町村の選挙管理委員会等に配布

26 ―

26

小　計

47.6

64.8

まちなかの再生に取り組もうとする市町村に対
し、外部人材をモデル的に派遣することにより
市町村の取り組みを支援し、その結果を市町村
に情報提供することにより、各地におけるまち
なか再生の展開を図る事業

小　計

選挙制度啓発事
業

地域再生マネー
ジャー事業

まちなか再生事
業

公民連携推進事
業

地域再生を目指す市町村に対して、実務的なノ
ウハウを有する外部人材(地域再生マネー
ジャー)を派遣することにより、地域の活性化
に向けた持続可能な仕組みの構築を支援する事
業

市町村が行う明るい選挙推進運動の活性化を図
るため、参議院議員通常選挙の全国意識調査を
行うとともに、明るい選挙推進のための研修会
の開催支援や、地域で明るい選挙推進運動を進
めるリーダーの養成を目的とした地域ボラン
ティア及び若者リーダーフォーラムを開催する
ことにより、市町村の選挙制度啓発を支援する
事業

地域社会
貢献活動
等事業
(1事業)

9.9

137.2

49.4

地域活性
化推進事
業
(11事業)

地域産業の育成に向けて、地域資源を活用した
新商品開発に取り組む企業等を助成する市町村
を支援することにより、地域経済の活性化や雇
用機会の創出を図り、地域産業の育成モデルを
全国の市町村に発信する事業

市町村の地域おこし協力隊員募集情報を掲載す
るポータルサイトを運営し、隊員の活動の紹
介、イベント・セミナー等の情報提供、隊員の
起業支援等を行う事業

公共施設の維持管理や運営等に関して、
PPP/PFI、公共施設マネジメント等の公民連携
手法に関する諸問題について調査研究を行い、
その結果を市町村に情報提供し、各制度の円滑
な導入及び運用を支援する事業
また、新たなテクノロジーを活用し、地域課題
を公民が連携して解決する手法(地域イノベー
ション)について、モデル市町村と共同して調
査研究を行う。

地域おこし協力
隊員推進支援事
業

ふるさとものづ
くり支援事業

6



区分 事業名 事業概要 事業実績 助成額
（百万円）

団体名

特別研
修・人材
育成事業
(8事業)

市町村防災研修
事業

頻発する大災害を踏まえ、市町村長、防災対応
職員等を対象に、それぞれの職制に応じた実践
的な災害対応に関する知識、ノウハウ・スキル
等を習得する防災危機管理に関する研修を行う
事業

・実施状況
　令和４年度は、46都道府県で次の通り防災研修を実施した。
①市町村長防災危機管理ラボ（市町村長対象、実施回数：13府県、参加人数：703名(内、市町村長本人231名）)
②市町村防災担当幹部職員研修（市町村防災担当幹部職員対象、実施回数：５県、参加人数：124名）
③市町村防災力強化専門研修（市町村防災担当職員及び各分野の担当職員等対象、実施回数：40都道府県で44回、参加人
数:1,954名）
④市町村防災力強化出前研修（自主防災組織リーダー(住民)、消防団員及び市町村職員対象、実施回数：38市町村、参加
人数：1,004名）
⑤市町村職員防災基本研修（市町村新任防災担当職員対象、実施回数：10道県、参加人数：274名）
⑥オンライン版市町村職員防災連続講座（市町村、消防及び都道府県職員等対象、実施回数：５回、参加人数：1,116名）
⑦防災啓発研修（市町村及び消防本部の職員並びに一般住民等対象、実施回数：19都道府県で20回、参加人数：2,814名）
⑧図上訓練指導員養成研修（既登録指導員対象、実施回数：５回、参加人数：107名）
※令和４年度については、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため一部の研修をオンラインで39回実施
　（①８回、②１回、③10回、④０回、⑤２回、⑥５回、⑦９回、⑧４回）

180 消防防災
科学センター

・新規養成課程（薬剤投与等のカリキュラム含む）
　講習受講人員：745名（東京研修所：前期265名 後期287名、九州研修所：後期193名）

救急振興財団

・国家試験受験者数：744名、国家試験合格者数：744名、合格率(100％)
※令和４年度における新型コロナウイルス感染症対策として、東京研修所の前期研修生において、前期・後期の重複期間
　の授業及び国家試験対策集中講座をオンラインによる自宅学習とした。

・人材育成事業
　衛生管理者受験講習会
　　７会場、受講者数：521名、受講者の合格率：83.2％（令和３年度１種合格率全国平均42.7％）
　安全衛生推進者養成講習会
　　３会場、受講者数：253名、資格取得者数：253名
　テキスト「安全・衛生委員会運営サポートブック」、「一人で悩まない　新入・若手職員のためのメンタルヘルスハ
　ンドブック」、「こんなときどうする　職場のメンタルヘルス困難事例集」を作成　全国1,788地方公共団体に配布

地方公務員
安全衛生推進協会

・健康づくり支援事業
　研修会等の実施
　　産業医研修会　受講者数：123名（コロナ感染対策のため、会場定員を通常（250名）の50%としている。）
　　職域保健師研修会　２会場、受講者数：57名
　　職域担当看護職研究会　４会場、受講者数：171名
　調査のとりまとめ
　　「地方公務員健康状況等の現況」を作成し、全国の地方公共団体等に配布
　　「一般定期健康診断等の実施状況に関する調査結果」を作成し、全国の地方公共団体等に配布

・市町村女性防火クラブ幹部の育成
　中央研修会　令和４年10月27日に開催　参加者：133名
　ブロック研修会　６ブロックすべて開催　参加者：442名

・市町村自主防災組織指導者の育成
　中央研修会　令和４年12月８、９日に開催　参加者：70名
　地方研修会（18府県）　参加者：1,981名

・市町村女性防火クラブ救急蘇生の普及
　講習会（全国21地区）救急蘇生技術取得者：1,180名

日本防火・防災協会

90.1薬剤投与講習等
に係る支援事業

救命率向上のため、救急救命士の処置範囲に
「薬剤投与」等が拡大されたことにより、講師
の確保、高度訓練用資器材の整備、病院実習体
制の拡充、講習期間の延長等、救急救命士養成
講習の増加経費の一部に対し助成する事業

労働安全衛生法に基づく「衛生管理者」及び
「安全衛生推進者」の資格取得を促進するため
の講習会を開催するとともに、市町村の産業
医、保健師、看護師等を対象に安全衛生施策に
必要な最新の知識等を提供する研修会等を開催
することにより、職員の安全と健康を確保し、
公務災害を未然に防止するための事業

地域防災力の向上に向け、女性(婦人)防火クラ
ブ、自主防災組織の指導的立場にある者を対象
に研修会を実施し、防火防災意識の普及、防火
防災活動への参加促進と活動の活性化を図る事
業
また、防火防災活動のみならず、応急救護技術
を取得するための講習会を開催

地域防火防災人
づくり推進事業

地方公務員安全
衛生推進事業

39

35

7



区分 事業名 事業概要 事業実績 助成額
（百万円）

団体名

法務能力向上の
ための特別実務
セミナー事業

・法務特別セミナーの開催
　全国的に共通性のある法務に焦点を当て、その内容を掘り下げて課題を解明することを目的とし、全国５会場（さいた
ま、東京、京都、芦屋、山口）で実施　　受講者数：281名

地方自治研究機構

・法務実務研究セミナーの開催
　各地域の課題解決に役立つ個別の条例や判例を研究することを目的とし、全国５会場（札幌、盛岡、さいたま、高知、
佐賀）で実施　　受講者数：323名

・本セミナー開催前に、その時々のその地域における市区町村行政の諸課題等を事前に受講者から受け付け、セミナーのカ
リキュラムの中でその解釈・問題点等を講師が具体的に分かりやすく解説する等、より実務に即した内容とした。

・新型コロナウイルス感染拡大の影響により、松江の法務実務研究セミナーは中止となったが、それ以外は現地会場で開催
し、さいたま及び東京会場については、会場開催と併せてライブ配信及び見逃し配信も併せて実施し、コロナ禍において
もオンラインを組み合わせることにより研修機会を確保

・市町村税務研修（集合研修）
　12月：東京都で開催　参加者：56名（うち26名がリモート参加）
　12月：広島県で開催　参加者：36名（うち25名がリモート参加）

19.1 地方税共同機構

・市町村税務研修（出張研修）
　１月11日：青森県　１団体（南部町）
　１月13日：青森県　１団体（五所川原市）
　１月18日：高知県　６団体（土佐市、宿毛市、四万十市、香南市、馬路村、大川村）
　１月19日：福島県　１団体（西会津町）

・税務研修（ブロック別徴収研修）
　７月：北海道・東北ブロック　44名（うち市町村職員19名）
　９月：関東・甲信越ブロック　57名（うち市町村職員22名）
　８月：北陸・東海ブロック　　50名（うち市町村職員22名）
　７月：近畿ブロック　　　　　62名（うち市町村職員36名）
　10月：中国・四国ブロック　　41名（うち市町村職員11名）
　８月：九州ブロック　　　　　48名（うち市町村職員23名）

・職員向け電子化対応コンテンツ等の作成
　「「eLTAX審査システム」初任者向け操作説明動画」の動画をリリース

・第49回消防団幹部特別研修
　開催日：令和５年１月17日（火）～20日（金）
　受講人数：42名

日本消防協会

・第22回消防団幹部候補中央特別研修
　（男性の部）
　　開催日：令和５年２月１日（水）～３日（金）
　　受講人数：111名
　（女性の部）
　　開催日：令和５年２月15日（水）～17日（金）
　　受講人数：75名

・消防団員指導員研修
　35の都道府県消防協会で実施し、1,299名が研修を受講

地域防災力の要である消防団の幹部、幹部候補
及び消防団員指導員を対象に、実技を含めた専
門性の高い研修を行うことにより、消防団運営
の充実・強化を通じ地域防災力の向上を図る事
業

16.2消防団幹部等特
別研修事業

電子化を背景と
した市町村税務
事務に関する研
修事業

①特別徴収税額通知電子的送付未対応の市町村
を対象に税務手続の電子化研修、②一般市町村
職員を対象にブロック別徴収研修を開催すると
ともに、③eLTAX運用に係る対応手順の整備等
が遅れている市町村を対象に出張研修を実施す
る事業

市町村職員の法務能力の向上を図るため、全国
的な課題(個人情報保護、情報公開等)に焦点を
当てた「法務特別セミナー」や、行政の個別課
題(まちづくり条例、空き家対策条例等)に焦点
を当て、市町村のニーズに合った条例制定の際
の問題点及び行政に直接関係のある重要判例を
研究する「法務実務研究セミナー」を開催する
事業

25特別研
修・人材
育成事業
(8事業)
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区分 事業名 事業概要 事業実績 助成額
（百万円）

団体名

・固定資産税事務研修会
　オンライン形式により６回各４日間で実施　受講者701名

11.2 資産評価システム
研究センター

・土地評価実務研修会
　オンライン研修（７月～11月）：受講者817名
　ワークショップ研修（集合形式により２日間８箇所）：受講者346名（オンライン研修受講必須）

・家屋評価実務研修会（木造家屋・非木造家屋）
　木造家屋
    オンライン研修（７月～11月）：受講者744名
　　ワークショップ研修（集合形式により２日間８箇所）：受講者343名（オンライン研修受講必須）
　非木造家屋
    オンライン研修（７月～11月）：受講者633名
　　ワークショップ研修Ⅰ（集合形式により２日間３箇所）：受講者144名（オンライン研修受講必須）
    ワークショップ研修Ⅱ（集合形式により３日間１箇所）：受講者92名（オンライン研修受講必須）

・償却資産実務研修会
  オンライン研修（７月～11月）：受講者811名
　ワークショップ研修 初級（集合形式により１日５箇所）：受講者173名（オンライン研修受講必須）
  ワークショップ研修 中級（集合形式により１日５箇所）：受講者132名（オンライン研修受講必須）

・固定資産評価審査委員会運営研修会
　集合形式により７回各１日で実施　受講者831名

415.6 ―

・地域社会における連携・協働に関する調査研究
　研究会報告書  配布部数：3,442部（市区町村各２部）

・地域づくりと協働の講演会の開催
　全国７会場  参加者数：690名
　講演会講演録  配布部数：3,442部（市区町村各２部）

・建設発生土規制をめぐる自治体の対応と今後の課題に関する調査研究
　建設発生土の規制に関する自治体の対応のあり方と課題について調査するとともに、その問題点や今後の課題を整理

30 地方自治研究機構

・国際市場に向けた地域産業政策に関する調査研究
　グローバル競争環境下において、地方自治体が公民連携プラットフォームを構築し、行政管轄を越えた連携を武器とし
て、国際的な地域産業政策を通じた地域再生の可能性について調査するとともに、その問題点や今後の課題を整理

・各調査研究の結果を報告書として取りまとめ、全国の市区町村に配布

・土地に関する調査研究委員会（４回開催）
　狭小な雑種地の評価方法及び都市計画法等の改正を踏まえたその他の雑種地評価の留意点について調査研究を実施

・家屋に関する調査研究委員会（５回開催）
　集合形式住宅用建物評価の部分別「内壁仕上」、「床仕上」及び「天井仕上」における総合評点方式の導入等について
調査研究を実施

・地方税における資産課税のあり方に関する調査研究委員会（４回開催）
　現状や課題を踏まえた負担調整措置のあり方及び使用者課税のガイドラインの見直しについて調査研究を実施

76.1 ―

自治研修協会地域社会の多様な主体による公共私連携・協働
のプラットフォーム(組織的基盤)の具体例であ
る従来からあるワークショップを発展させた新
たな共創の手法について調査研究を行い、地方
自治の充実等を図る事業

資産評価システム
研究センター

34

固定資産税及び資産評価制度に関する諸問題に
ついて、研究委員会(①土地に関する調査研究
委員会、②家屋に関する調査研究委員会、③地
方税における資産課税のあり方に関する調査研
究委員会)を設置し、専門的な調査研究を行う
ことにより、経済情勢の変化に対応した制度改
善を図るとともに、納税者の固定資産税につい
ての理解を促進する事業

小　計

12.1固定資産の評価
に関する調査研
究事業

固定資産税制度及び資産評価制度について、即
戦力として業務に従事できる人材を育成するた
め、基礎的・一般的知識の習得を目的とした研
修や土地、家屋及び償却資産の評価の技法を系
統的に習得する専門的研修を行う事業

固定資産の評価
に関する研修事
業

地域共通
課題調査
研究事業
(3事業)

小　計

地域社会におけ
る連携・協働に
関する調査研究
事業

市町村が行財政改革のもとで行政サービスを提
供するにあたり、市町村が取りうる様々な手法
について、①建設発生土規制をめぐる自治体の
対応と今後の課題に関する調査研究、②国際市
場に向けた地域産業政策に関する調査研究を行
政経営の観点から実施し、地方自治の充実発展
を図る事業

市区町村の経営
に関する調査研
究等事業

※各委員会において、調査研究報告書を公表

特別研
修・人材
育成事業
(8事業)
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区分 事業名 事業概要 事業実績 助成額
（百万円）

団体名

・地方分権の推進のための調査・研究・啓発

・地方創生、農林水産業の振興、まちづくり、環境対策等について、調査研究や提言の取りまとめ
　「まち・ひと・しごと創生対策特別委員会」
　「林政問題に関する研究会」
　「環境対策特別委員会」など

・人事管理研修会  YouTub動画で公開し、約520回視聴

・税財政主管者研修会　Web形式で開催し、約280名参加

・全国市議会議長会研究フォーラムの開催
　開催日：令和４年10月19、20日　開催地：長野県長野市（正副議長をはじめとする市議会議員等2,036名の参加）
　第17回全国市議会議長会研究フォーラムin長野～デジタルが開く地方議会の未来～については、新型コロナウイルス
　感染拡大防止の措置を講じた上で、３年ぶりに現地開催を実施

・地方行政・地方財政・社会文教・産業経済・建設運輸・国会対策の各委員会及び国と地方の協議の場等に関する特別委員
会等の開催（全８委員会委員190市の議長がそれぞれ出席）

令和４年６、７、11月及び令和５年１、２月に上記を含む全８委員会を３年ぶりに全て現地開催し、各委員会は地方分
権・地域活性化推進事業に関する要望書を決定、各委員は地元選出の国会議員及び政府等に対し要望活動を実施

・地方分権・地域活性化に関する各市の実態調査
　全国815市区を対象として、市議会の活動に関する実態調査及び市議会議員定数・報酬に関する調査を「オンライン
　調査・回答システム」にて実施し、調査結果（冊子）を全市へ配布するとともに、本会ホームページ及び全国市議会
　旬報に掲載（令和４年６月、12月）

・ホームページ等の充実による情報化推進の実施
　本会主催の会議資料・講演資料等を掲載している本会ホームページの議員専用ページにおいて、各委員会の会議概要
　及び資料等の情報を発信（随時）

・市議会事務局職員研修会の開催
　第69回全国市議会事務局職員研修会については、本会のデジタル化への対応等を踏まえ、オンライン開催（動画
　配信）にて実施（令和４年４月）

・地方分権・地域活性化推進に関する会議の開催
　「政務調査会」
　「町村の振興を考える会」
　「町村からの地域情報化研究会」など

・研修会の開催
　「地域農政未来塾」(対面・web)　塾生：18名
　「都道府県町村会事務局長研修会」(対面)　受講者数：39名
　「都道府県町村会政務担当職員研修会」(対面)　受講団体：44団体83名（各団体１名～３名出席）

・要望書の作成及び要請活動

・第68回町村議会実態調査（全926町村議会ほか関係団体へ報告書を配布）

・町村議会に関する研究
　「町村議会の制度・運営に関する検討委員会」
　「地方議会運営の実務検討委員会」

・研修会の開催
　「都道府県職員研修会」約60名参加
　「議長・副議長研修会」約1,600人参加のほか926町村議会へ動画配信
　「町村議会事務局職員研修会」926町村議会へ動画配信
　「町村議会広報クリニック」約360人参加
　「町村議会広報研修会」約800人参加
　「町村議会議長全国研修会」約1,700人参加のほか926町村議会へ動画配信

276 ―

2,352.4 23団体

全国町村議会議長会

全国市議会議長会

町村議会の直面する諸課題の解決を図るため、
町村議会の制度・運営面の改善策について調査
研究するとともに、全国の町村議会に関する実
態調査を実施する事業
また、町村議会議員や町村議会事務局職員等を
対象とした研修会の開催、各町村議会への情報
提供を行う。

全国町村会97

73

41

65 全国市長会地方分権・地域
活性化推進事業

全国の各都市間の連絡調整、市政の円滑なる運
営と進展を図るため、「分権型社会」の実現に
向け要請活動を行い、その実現について調査研
究するとともに、子育て支援、高齢者対策、教
育、環境等の諸課題についても調査研究する事
業
また、人事管理研修会及び全国都市税財政主管
者研修会を開催

市町村関
係四団体
活動事業
(4事業)

通常事業合計（47事業）

分権型社会に相応しい地方議会制度の強化を図
るため、市議会議員研究フォーラム、国と地方
の協議の場等に関する特別委員会等を開催する
とともに、地方分権・地域活性化に関する各市
の実態調査を実施する事業
また、市議会事務局職員研修会の開催、各市議
会への情報提供を行う。

町村の声を国政に反映させ、町村が抱える課題
の解決を図るため、政府・国会への要請活動を
行うとともに、町村に共通する諸課題について
調査研究する事業
また、地域農政未来塾、政務担当職員研修会及
び地域情報化に関する研修会を開催

小　計

地方分権・地域
活性化推進事業

地方分権・地域
活性化推進事業

地方分権・地域
活性化推進事業
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区分 事業名 事業概要 事業実績 助成額
（百万円）

団体名

1,663 日本消防協会

1,663 ―

4,015.4 23団体

小　計

通常事業と臨時事業の合計（48事業）

【臨時事業】

消防・防
災対策推
進事業
(1事業)

新・日本消防会
館建設事業

自治体消防の総合的な中核拠点施設であり、
施設の多様な活用により市町村自治行政の発
展に寄与することを目指す施設であるので、
全市町村が共同して設置・利用する施設とし
て、「新・日本消防会館」の建設に対し助成
する事業
なお、施設完成後は、その機能を十分発揮す
る適切な運営を確保するため、市町村の意向
が反映される仕組みが設けられ、市町村共同
利用施設としての役割を果たす有益な施設と
なる。
令和4年度は、新会館建設工事に係る地下躯体
解体工事及び地下等基礎工事を行った。

・新会館建設工事に係る地下躯体解体工事及び地下等基礎工事を実施し、計画通り工事を円滑に実施することができた。
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